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参考１　疲労検出システムに関する欧米の動向
　疲労検出の方法としては

脳波計の測定による検出
皮膚の電気反応、頭や足の筋肉の動きの筋電図の測定による検出
メラトニンなどの物質の検出
目とまぶたの動きからの検出

などが研究されており、これらの中でも視覚を利用した方法は、疲労検出に際して電極の装着などの煩わしさがないという点で有用である
と考えられ、パイロットや航空管制官、その他航空関連業務従事者への適用が期待される。

＜脳波形による検出＞

電極を通じて脳波を計測し、脳が
睡眠状態にあるか否かを判断する。

→ 頭皮から脳波を検出するた
めの電極をどのようにつけ
るかが課題

＜身体姿勢や頭の位置からの検出＞

電極等によって筋肉の動きなどから疲労を
検出したり、眠いときに頭が前後にうなづ
くような動きをすることから疲労を検出す
る。

→ 特殊な器具を用いる必要があること
や、頭の動きが始まってからでは既
に遅いことなどが課題

＜メラトニンの検出＞

唾液の中のメラトニンを検出し、
脳が睡眠状態にあるか否かを判断
する。
（メラトニンは通常、夜に脳内
　の松果体から分泌される物質）

＜目のまばたきによる検出＞

カメラから得られる顔の画像を元
に目の部分を検出し、まぶたを閉
じた時間から疲労を検出する。

→ 実験において他の手法と比較
して有効であることが検証さ
れている



3

参考２　Eurocontrol におけるTRMの動向
　近年、運航者におけるCRM(Crew Resource Management)の考え方をTRM(Team Resource Management)として、管制業務を行
うチームに対しても適用しようという動きがある。Eurocontrolにおける検討では、実際のインシデントの因果関係を分析した結果、チ
ームワーク機能の欠如によりインシデントが発生しているケースが多いことが確認されている。

Eurocontrol では1996年初めにTRMの導入を決定
し、オーストリア、デンマーク、フランス、ドイツ、イ
タリア、ポルトガル、ルーマニア、スイス、イギリスが
参加して、TRMの導入、試験、評価を進めている。こ
れら各国は、1998年までにTRMプロトタイプコース
を開始している。

初期のTRMコースのコンセプトは、エアラインの
CRMとほぼ同様の手順で開発されている。これが将来
的には他のATSおよびATMの運用スタッフに拡張され
ていくことになる。

管制官

他管制官

フライト

クルー

他セクタ

フライト

データ

アシスタント

他管制部

スーパ

バイザ
航空交通流

管理管制官

ATM業務

支援スタッフ

管制官チームの活動

出典：Eurocontrolホームページより作成
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参考３　米国における安全報告制度

米国における事故の原因解明及びＦＡＡに対する勧告・警告については、 NTSB(National Transportation Safety 
Board) が行い、インシデント報告の受付、管理及びＦＡＡに対する提言については、ＮＡＳＡが行っている。ＮＡＳ
Ａ(National Aeronautics and Space Administration)が行っているシステムは、ASRS(Aviation Safety 
Reporting System：安全報告制度)と呼ばれ、自発的な報告制度である。

提言 勧告・警告

事故報告（義務）

ＮＡＳＡ

運営費

指導・監督・型式証明

ＡＳＲＳ（安全報告制度）
・FAA(Federal Aviation Administration)などの

航空関係組織への警戒通報
・個別テーマについての調査
・守秘性および非課罰を報告者に法手続きとして保証

NTSB

FAA

インシデント
報告（任意）

航空業界
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参考4　次世代CNSシステム整備スケジュール

(1) 通信(C)に関する整備動向

(2) 航法(N)に関する整備動向

(3) 監視(S)に関する整備動向
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(1) 通信(C)に関する整備動向

CY

欧州

米国

〔日本〕

データ通信

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12

ACARS

ACARS

VDLモード2

VDLモード3

VDLモード2

VDLモード3

VDLモード2-AOA

VDLモード2-AOA

ACARS
VDLモード2-AOA

VDLモード3

(注) ACARS (Aircraft Communication Addressing and Reporting System)

AOA (ACARS Over Aviation VHF Link Control) 

VDL (VHF Digital Link)
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(2) 航法(N)に関する整備動向

CY

WAAS

LAAS

欧州

EGNOS

GBAS

米国

〔日本〕

MSAS

03 04 05 06 07 08 09 10 11 1200 01 02

(注) WAAS (Wide Area Augmentation System)

LAAS (Local Area Augmentation System)

EGNOS (European Geostationary Navigation Overlay Service)

GBAS (Ground-Based Augmentation System)

MSAS (MTSAT Satellite-based Augmentation System)
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(3) 監視(S)に関する整備動向

CY

2次レーダー(モードS)

ADS-B

2次レーダー

ADS-B

SSR SSRモードS

米国

欧州

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10

2次レーダー

ADS-B

〔日本〕
SSR SSRモードS

(注) ADS-B (Automatic Dependent Surveillance - Broadcast) 

ARSR (Air Route Surveillance Radar)

SSR (Secondary Surveillance Radar)
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デ ー タ

V D Lモ ー ド２

VDLモ ー ド ２ は 、 現 行 VHFデ ー タ リ ン ク で あ る ACARSに 代 わ る シ ス テ ム と し て ICAO で 標 準 化 さ れ て お り 、デ ー タ通 信 専 用 シ ス テ ム と
な っ て い る 。ACARSは に 比 べ 高 速 伝 送 、信 頼 性 の 向 上 、文 字 以 外 の 情 報 伝 送 能 力 （ビ ッ ト志 向 ）を 有 す る 。同 じ チ ャ ン ネ ル を 複 数 ユ
ー ザ ー が 利 用 す る た め 、CSMA（搬 送 波 感 知 多 重 ア ク セ ス ）方 式 が 使 わ れ て い る が 、 使 用 効 率 は そ れ 程 高 くな く通 信 負 荷 の 増 加 で
伝 送 遅 延 が 発 生 し や す い 。リ ア ル タ イ ム 性 を 求 め な い 用 途 に は 十 分 利 用 可 能 と 考 え ら れ る 。な お 、 VDLモ ー ド１は ACARSか ら の 移
行 用 と し て 提 案 さ れ た が 、必 要 性 が 無 い と 判 断 さ れ ICAO SRAPｓか ら 削 除 さ れ て い る 。

F light Inform ation・・・
W X  Inform ation G raphics D ata･･･

デ ー タ 専 用 ＶＤ Ｌ

デ ー タ 通 信

ＶＤＬモード２
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デ ー タ 通 信
音 声 通 信

音 声 ・デ ー タ 統 合 Ｖ Ｄ Ｌ

JA × × ×
M A IN T A IN  120
・・・・・・

C P D L C
JA × × × ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

F light In form ation
W X  Inform ation  G raphics D ata

V D Lモ ー ド ３

VDLモ ー ド ３ は 、TDM A（時 分 割 多 重 接 続 ）方 式 に よ り 同 一 チ ャ ン ネ ル で 音 声 と デ ー タ （ビ ッ ト指 向 ）を 同 時 に 通 信 可 能 な シ ス テ ム で あ
る 。チ ャ ン ネ ル を 4ス ロ ッ トに 分 割 し て 、各 ス ロ ッ トを 用 途 に 合 わ せ て デ ー タ ま た は 音 声 に 割 り 当 て る こ と に よ り 、例 え ば 図 の よ う に 、2
グ ル ー プ が 音 声 ・デ ー タ の 回 線 を そ れ ぞ れ 設 定 で き る 。VDLモ ー ド ３ に よ り 本 格 的 な リ ア ル タ イ ム の 航 空 管 制 用 デ ー タ リ ン ク 機 能 が
実 現 す る と と も に 、チ ャ ン ネ ル を 複 数 の ユ ー ザ で 効 率 よ くシ ェ ア で き る た め 周 波 数 の 有 効 利 用 が 計 れ る 。ま た 、デ ィジ タ ル 音 声 に よ
り 管 制 通 信 の セ キ ュ リ テ ィ確 保 や 、ス タ ッ ク マ イ ク ロ フ ォ ン *に 対 す る 地 上 か ら の 解 除 通 知 す る 機 能 等 を 有 す る 。

A B C D A B C D

音 声

デ ー タ

デ ー タ
音 声

デ ー タ /音 声

*航 空 機 側 の 無 線 機 等 の トラ ブ ル に よ り 音 声 回 線 を 長 時 間 に 渡 り 占 有 し て し ま う 障 害

1ス ロ ッ ト

ＶＤＬモード３
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ＳＢＡＳ／ＧＢＡＳ

　ＳＢＡＳ（衛星型衛星補強システム）は、衛星を利用してGPSの性能を広範囲にわたり補強する広域補強システムである。 ＭＴＳＡ
Ｔを利用した我が国のＳＢＡＳは、「MSAS（運輸多目的衛星用衛星航法補強システム）」という。GBAS（地上型衛星航法補強システ
ム）は、地上からGPSを補強する狭域補強システムで、限定された覆域でカテゴリーⅢまでの精密進入を行うことが可能となる。

常常陸陸太太田田MMCCSS

札札幌幌GGMMSS

福岡 GMS

那那覇覇GGMMSS

航航空空機機

オオーースストトララリリアアMMRRSS

ハハワワイイMMRRSS

神神戸戸MMCCSS

GGPPSS
MMTTSSAATT

MMCCSS 航航法法統統制制局局

（補強信号の生成）

MMRRSS 標標定定局局

（MTSAT軌道の標定）

GGMMSS 監監視視局局（GPSの監視）

MSASシステム構成

東東京京

GGMMSS
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GPS

MTSAT
INMARSAT

INMARSAT

EGNOS
MSAS

WAAS

SBAS（Satellite-Based Augmentation System）は、静止衛星によるGPS補強システムであり、我が国のMSAS（MTSAT 
Satellite-based Augmentation System）、米国のWAAS（Wide Area Augmentation System）、欧州のEGNOS（European
Geostationary Navigation Overlay Service）が相互運用性を有するものである。静止衛星としては、MTSATやインマルサットが
利用される。

日米欧のＳＢＡＳ
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ＳＳＲモードＳ

　SSRモードS(Secondary Surveillance Radar　Mode-S )では、データリンク機能を利用して、航空機側の速度や飛行方位等の動
態情報を地上に送信することが可能となる。

（共通質問）

（一斉応答）

すべての航空機に共通の
質問信号を使用

近接した航空機の応答信
号が重なり解読不能

電波方向

個別質問

応答

個別質問

応答

応答

個別質問

航空機ごとに個別の
質問信号を使用

応答信号が重ならない

電波方向

現在のＳＳＲ SSRモードS
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航空交通管制部

放送受信アンテナ

放送受信アンテナ

GPS 

ASAS

MTSAT

ASAS

 

ASAS (Airborne Separation Assurance System)航空

機同士が自ら間隔を確保するシステム

航空機同士による空対空監視及
び空対地監視

ADS-B (Automatic Dependent Surveillance-Broadcast)

　ＡＤＳにおいて、飛行中の航空機から地上の管制機関への位置情報の送信を放送形式で行う方式。周辺の航空機も、
この放送を受信することにより、当該航空機の位置を把握することが可能。
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参考５　技術管理センター

欧米においては、航空保安システムに係わる技術を国が一カ所に集結し、システムの研究から開発、設計、製造、評価、
運用に至るライフサイクル全体をカバーした総合的な技術管理体制（技術管理センター）を構築している。

米国FAAテクニカルセンターの事例

運用システムのライフサイクルを一貫して支援する「プロジェ
クトチーム」型組織を、システム毎に持つ。

民間技術者を受け入れて常駐させ、FAA職員の指示の下に動か
す組織で、職員は約3,000名。

　　　　　　　　

航空保安システムの開発・設計・製造・評価・運用に至るまでの
技術的サポート

技術管理センター

国・民間技術者・エアラインアビオニクス技術者等

仏国STNA※の事例

規制の起案、航空運用・技術政策の立案及び航空施設の投資政
策の立案等を行うDNA（航空局）の下部に、別組織として、
ATCシステムの研究、開発、実装、認定、機器調達と技術支援
を実施する技術的専門機関であるSTNA（航空技術局）がある。

STNA職員は、公務員として約450名おり、それとは別に、期
限限定の契約技術者（ソフトウェアメーカからの派遣社員）が多
数在籍する。

※Service Technique de la Navigation Aerienne


